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4　卒業生と接すること
最近は弁護士会の会派の新人歓迎会などで卒業生に
挨拶されることがあります。なぜか修習生から就職相談は
来ないのですが。
実務法曹ではなく、他の場所で活躍している卒業生もい

ます。政府関係や金融関係などです。法律の知識のみで
なく応用力の必要とされるこのような職場に法科大学院卒
業生が入っていくことは重要なことです。
先日も留学のために推薦書を書いてくれる先生を紹介し

てほしい（私に、ではなくほっとした）と言われ、一緒に先方
に挨拶に行きました。そこでも先生と話をしたのですが、い
ろいろな分野に法律を使える人がいることが大事で、法科
大学院の目的はそこにもあるのだ、というお話をしました。
これから法曹はそのようなところで働くべきか、法曹はどう
あるべきか。これを考えるときに教育現場で学生に接するこ
とができるのは学生の未来を越えて日本を考えるきっかけ
にもなっています。

１　いくつかの例と問題の所在
私は、これまで複数の法科大学院の教育に携わってき

て、種々の出来事を見聞きしてきた。初めに、その中から
少し例を挙げさせていただく。
(1)  ある法科大学院では、１年次の基本科目で、ある学
者教員が自分の好む分野に重点を置いた授業を行い、
学生に基礎的な学力を付けさせなかったため、学生
らは、２年次にその科目の演習科目を担当した実務
家教員から、「お前らは何を勉強してきたんだ。」とひ
どく怒鳴られたそうである。学生からすれば、同じ法
科大学院でなぜ連携の取れた教育をしてくれないの
か、と大きな疑問を感じたそうである。

(2)  また、別の法科大学院では、ある学者教員が実務か
ら遠い自分の研究分野を集中的に取り上げ、レポー
トの課題もそこから出題されて学生にとって大きな負
担となったため、勉強熱心な真面目な学生らが、学
者教員の関心に偏らない授業を要望したところ、その

学者教員から「それは予備校主義だ。」と拒否された
そうである。

(3) さらに、別の法科大学院では、受験指導をするなと
いう文科省に忠実であるべきだとして、とくに学者教
員から、自学自習の名の下に、司法試験に合格する
ための準備は学生が勝手にやるべきだということが強
調されている、という話である。

これらの例は、法科大学院では決して珍しくないことと思
われる。学生としては、新司法試験に合格しなければ法曹
になれないということが前提で法科大学院に入学したのに、
法科大学院で新司法試験に対応した教育をしてくれない
のであれば、何のための法科大学院かと思うのも、当然の
ことであろう。法科大学院の学生や修了生（新司法試験受
験生）は、立場上あるいは時間的余裕のなさから声を上げ
にくく、また合格者は、当然ながら法科大学院の問題点を
過小に見る傾向があると思われるため、私は、誰かが社会
的に声を上げる必要があるものと考えていた。

２　投稿記事
私は、2010 年7 月17 日の朝日新聞（朝刊）に、「学者

教員のあり方を見直せ」と題する投稿を載せていただく機会
を得た。要約すれば、法科大学院で充実した教育が行わ
れていない事態の背景として、とくに、①法科大学院の多
くの学者教員が司法試験を受けたことがなかったり、合格
していなかったり、司法修習を受けていなかったりしている
ので、法曹養成の教育者として十分機能していないのでは
ないかということと、②文科省が、司法試験予備校を敵視
して、法科大学院でも答案練習等の受験指導をすることを
禁止しているのは不合理ではないかということを、指摘させ
ていただいたものである。

３　学者教員による教育の問題点
上の①の、養成する側の多数が、養成される側がその
後受けるべき経験を経ていないという事情は、わが国の医
学部やアメリカの法科大学院等には見られないものである。
法曹養成の過程を経験していない学者教員は、自己の狭
い専門分野についてとくに外国法を研究対象としている人
が多く、法科大学院の学生に対して自己の専門分野につい
て過度な要求をしてしまい、結局、教育の実が挙がらない
ことにつながっているように思われる。これは、個々の教員
の責任というよりも、制度に無理があるためであり、税金を
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投入している制度として国民の支持も得られないであろう。
学者教員が担当している基本科目の教育が十分な成果

を挙げていないことは、未修者コースの修了生の司法試験
合格率が既修者コースの半分であることにも表れている。既
修者の定員を多くして合格率を高めようとした法科大学院
もあるが、それは、初学者教育を予備校等に任せたもので、
法科大学院での初学者教育の貧弱さが前提となっている。
なお、もちろん法曹養成の過程を経験していない学者教
員でも教育力があり教育熱心な人もいるが、私の経験から
は、そうした学者教員はごく少数であり、多くの学者教員は
そうではないと言わざるをえない現実がある。また、学生の
中に、全くの受け身で新司法試験で出そうなところだけ教え
ろと言わんばかりの者が増えているとも言われているが、む
しろ多くの学生は真面目に努力しようとして法科大学院に
入学しているように思われる。

４　予備校敵視・受験指導禁止の問題点
上の②については、①とリンクしているのであろう。文科

省は、法曹養成の過程を経験していない学者教員の考え
に従って動いているものと思われる。
もちろん、投稿記事にも書いたように、予備校によっては、
思考力を身に付けさせるというよりも、本試験での出題を予
想しその答案例を暗記させるというような教育も行われたよ
うであり、そうであればそうした学習をさせまいとすることに
も合理性はあろう。しかし、新司法試験に合格しない限り法
曹にはなれないのであるから、（単なる暗記ではなく）そのた
めの知識や思考力を十分に身に付けさせて合格に導くこと
は、法曹養成の重要な使命であると思われるのである。医
学部では、医師の国家試験のための受験指導は当たり前
になっているようであるし、また、文科省の態度は、高校
以下についての塾に対する敵視政策をやめたこととも一貫
しない、と言わざるをえない。
私は、以前から専任の大学教員として法曹養成に大きな
関心を持っていたため、法科大学院制度の創設前、法科
大学院での授業の先取りのつもりで、思考力を身に付けさ
せるような教育をしようと予備校でも授業をしたことがある
が、それを聞いたある高名な大学教員から、学に志す者に
あるまじき行為であると批難されたことがある。また、思考
力のある法曹を育てたいとの一心で、私の微力ながら持て
る力の限界を出し切ってある本を書いたことがあるが、出版
元が予備校であったことから、学者教員からは無価値とさ

れているようである。しかし、内容を一切問わず、予備校
で授業をしたというだけで批難され、予備校による出版とい
うだけで無価値とされるのも、おかしな話である。
ところで、上の②に関しては、法科大学院の苦悩にも触れ
ておきたい。文科省は、かつては、法科大学院に対し、司
法試験の科目にない外国法や法曹倫理教育の重視を奨励
したり、司法試験から離れた各法科大学院の独自性を求
めたりしていたのに、法務省等から法科大学院修了生のレ
ベルの低下が指摘されるようになって、急に司法試験合格
率を問題にして合格率の低い法科大学院の統廃合にも言
及し出すようになったのである。そして、それにもかかわらず、
受験指導を禁止しているのである。そのため、新司法試験
の合格率が高い一部の法科大学院は別にして、多くの法
科大学院では、文科省に受験指導をしていると受け取られ
ないように注意しながら、新司法試験の合格率を上げよう
と実質的には（実務家を中心に）受験指導をするようになっ
てきたと思われる。現在の各法科大学院は、この点に存続
のかかった大きな苦悩を抱えている。私が見聞きしたところ
では、例えば、「答案練習会のお知らせ」という掲示をした
ところ、認証評価等で、予備校的な受験指導をしていると
問題視されたため、実質は変わらないのに「事例問題研究
会のお知らせ」に変えた、というところもある。法科大学院
がこのようなことに振り回されているというのは、とてもおか
しなことではないだろうか。
なお、法科大学院でも実質的に一部受験指導するように
なったからあまり問題はないという意見もあるが、法科大学
院が、社会のルールの運用を担う法曹を養成する存在であ
ることからすれば、文科省や認証評価機関等に分からない
ように本音と建前を使い分けるというのは、決して望ましい
状態とは思えない。

５　今後についての提案
文科省や学者教員は、基本科目だけでも、学生を新司
法試験合格レベルに３年間で引き上げるのは相当困難なこ
とだということを、認識すべきであると思う。その意味で、今
後は、基本科目の時間数を大幅に引き上げる必要があると
ともに、学者教員が学術論文を書いていれば当然に教育が
できるという認識を改めて、教育方法の研究を奨励し、法
曹養成を担当するのにふさわしい教員を早期に多数養成
しなければならないと思う。
また、司法試験の十分な勉強をしたことがない学者教員
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については、新司法試験の全科目とは言わないまでも、憲
法が専門なら公法系、民法が専門なら民事系といったよう
に、自分の専門分野に関係する複数の科目について、新
司法試験を受け合格しなければならないことにすべきである
ように思う。そうすれば、人生をかけた学生の厳しい立場も
理解できるようになり、また受験勉強の重要性を認識するよ
うにもなるであろう。
法科大学院の現状について、私には、国が大学を締め

付け、大学が教員を締め付け、教員が学生を締め付けてい

1．アメリカのロースクールの主なスケジュール
私は韓国人の留学生として、現在アメリカのセイント・ル

イスに所在するロースクールのJD （Juris Doctorate）過
程の一年を終えたところです。2012年の5月に卒業の予定
なので、まだ二年の過程が残っています。七月現在は夏休
みですので、インターンシップなどをしながら、就職活動を
行っています。実際には来年の夏休みのインターンシップの
ためにローファームに願書を出しているだけなのですが、仕
事面で大きな失敗をしていない限りは、インターンシップ先
で大抵内定を貰うことが出来るのです。従って、一年が終
わった夏休みに応募するインターンシップが、結局は三年
の卒業後の仕事場になる場合が多いので、どこでインター
ンシップをするかが重要となり、結局はインターンシップ先
をみつける活動が、「就職活動」になってしまうのです。こ
の時点で、ローファームに客観的な数字として唯一見せら
れるのが一年生の時の成績になります。従って、一年生の
成績が就職のために最も重要なデーターになります。成績
が良ければ良いほど、希望する仕事場に就職できる確率が
高くなるし、ランキングの高い法律事務所に入ると、報酬も
大きくなります。
ロースクールを卒業した、或いは通っている学生が一度

は聞いたことがあるロースクールにまつわることわざがあり
ます。「Scare you to death, work you to death, and 
bore you to death」。一年は死ぬほど怖く、二年は死ぬほ
ど働き、三年は死ぬほど退屈だという意味です。この様に、
一年の時は皆、寝る間も惜しみながら勉強をします。しか
し、いくら他の人よりも勉強に時間を費やしたとしても、必
ずしもその努力が成績に比例して反映される訳ではありま
せん。アメリカのロースクールの成績は期末試験一つで殆
ど決まります。しかも、成績の評価は相対的なので、いくら
自分が問題に合う正解、もしくは論理を展開したとしても、
他のクラスメートがそれよりもベターな答案用紙を出した場
合、成績は低くなります。ここで学生たちがストレスを受け
るのは、法律の問題に絶対的な正解など無く、結局はその
試験を作った教授の好みに合う解答、或いは作文のスタイ
ルを書いた学生が有利になるのです。採点方法が任意的
なため、どんなに苦労して勉強をしたとしても、その成績が
出るまでは、誰も自分の成績が予測がつかないのです。就
職に最も影響力を持つ、一年の成績がまったく予想がつか
ないにも関わらず、皆必死に勉強をします。よって、一年
は死ぬほど怖いのです。
そして、二年は一年が終わった夏休みから始めた就職活
動を続けます。夏休み期間にインターンシップの応募をし、
二年の秋の学期が始まる頃からインタビューを受けます。そ
れでも、二年になったからといって、一年の頃に比べて勉
強の量が減る事はありません。一年の頃はどういう風にロー
スクールの勉強をすれば良いのか分からず、右往左往しま
す。二年になれば、自分に合う勉強方法も身につけ、膨大

るように思えてならない。これでは資質のある学生が集まら
ない悪循環となってしまう。私は、法科大学院を、（新司
法試験に合格させることや人格を磨くことなども含めて）一
人前の法曹に育てるという意味で学生を大事にする場に変
えるべきであると思う。したがって、現状とは反対に、教員
が学生を大事にして、そのような教員を大学が大事にして、
そのような大学を国が大事にする、という制度にする必要が
あろう。要は、北風よりは太陽である。そのようにして、初
めて展望が開けるのだと思う。

Washington University in St. Louis School of Law
JD Candidate of 2012　

金 宗顯  Jonghyun Kim
米国ロースクール事情

今回は、アメリカのロースクールに通われている学生の方にも寄稿していただきました。

特別寄稿
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